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　1948年の福井震災や1959年の伊勢湾台風は、同種・
異種の災害が連続発生する複合災害であり、甚大な被害
をもたらしました。現在、発生が危惧されている東海・東南
海・南海地震は時間差発生によって、また南海トラフ巨大
地震や首都直下地震では複雑化した被害メカニズムの連
鎖によって、巨大複合災害となる危険があります。そこで、こ
れらの複合災害の具体的な被災シナリオを作成し、減災戦
略を提示することが最重要課題となっています。

　まず、首都直下地震が発生した場合に考えられる最悪シ
ナリオを検討し、被害ごとの関係の全体像を把握するため
に、専門家によるワークショップを実施しました。様々な被害
や問題の発生は、1つの複雑なシステムとして捉えられ、因
果関係によりツリー構造にまとめられました（図1）。さらにこ
れらを解析したところ、「9層の社会階層モデル」としてまとめ
ることができ、問題の全体像や現在の対策のボトルネックに
なっている部分を明らかにすることができました。
　南海トラフ巨大地震に関して、これまでの想定を超える外
力の発生を検討し、地震マグニチュード9の震源モデルおよ
び津波の波源モデルを構築し、地震動と津波計算を行い
ました。その結果、津波地震とプレート境界地震の同時ない
し時間差発生によって、巨大な津波が来襲する可能性が
明らかになりました。また津波の高さの時空間変化が大変
複雑になり、今後の減災戦略の検討や実施にあたって考
慮すべき事項が増えることを見出しました（図2）。

　そして、東海・東南海・南海地震の時間差発生や、首都
直下地震と洪水・高潮災害などの組み合わせによる複合
災害が発生した場合には、国難となる恐れがあることを指
摘し、過去の被害の実例と特徴を明らかにしました（図3）。

　本研究成果は、政府の防災対策推進検討会議に活用
されています。同会議に設けられた「南海トラフ巨大地震対
策ワーキングチーム」の主査に研究代表者が就任しており、
同時に設けられた「首都直下地震対策ワーキングチーム」と
ともに、被害想定作業と減災対策の検討を進めていきます。
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図3　「国難」となる日本衰退のシナリオの例

図2　津波地震とプレート境界地震の時間差発生による津波
高の変化

図1　首都直下地震の問題構造図
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